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公民教育
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公民系科目に関する学習指導要領改訂の経緯等について
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・昭和30年版の「一般社会」及び「時事問題」の内容を再構成し、新たな科目として設置
・「倫理・社会」…小・中学校の道徳教育の基本理念たる人間尊重の精神を継承。人生観、世界観の確立に資する
・「政治・経済」…日本の政治・経済並びに国際政治・国際経済に対する客観的に正しい理解を得させることを基本

昭和３５年改訂（告示）→「倫理・社会」及び「政治・経済」必履修

・社会事象等に対する広く深い理解と公正な判断力を涵養し、民主的な国家及び社会の発展に努める態度を一層育成
・「倫理・社会」…倫理的価値に関する理解力や倫理的判断力を養う
・「政治・経済」…良識ある公民に必要な政治・経済に関する教養の基礎を高める

昭和４５年改訂（告示）→「倫理・社会」及び「政治・経済」必履修

昭和５３年改訂（告示）→「現代社会」必履修

・「現代社会」…社会と人間に関する基本的な問題についての理解を一層深め、現代社会に対する判断力の基礎と人
間の生き方について自ら考える力を養うために、新たな科目として設置

平成元年改訂（告示）→「現代社会」または「倫理」「政治・経済」を選択必履修

平成１１年改訂（告示）→「現代社会」または「倫理」「政治・経済」を選択必履修

平成２１年改訂（告示）→「現代社会」または「倫理」「政治・経済」を選択必履修

・民主主義の本質に関する理解、現代社会の基本的な問題についての客観的理解、現代を生きる人間としての在り方
生き方についての自覚を育てる教科「公民科」の設置
・「現代社会」…社会と人間に関する基本的な問題に関する学習とともに、人間としての在り方生き方を考える力を
育てる学習をさせるように内容を構成

・「現代社会」…内容の厳選（４単位科目から２単位科目へ）。多様な角度から現代社会を捉え、倫理、社会、文化、
政治、経済の領域に関わる現代社会の諸課題を取り上げて考察

・「現代社会」…倫理、社会、文化、政治、法、経済に関わる現代社会の諸課題を取り上げて、人間としての在り方
生き方についての学習や、議論を通して自分の考えをまとめたり、説明したり、論述したりするなど課題追究的な学
習を一層重視



公民教育に関する現状について
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他人に迷惑をかけてはならないという意識が高い反面、自分の力で世の中を変えられると考えている若者が、諸外国に比べ
て少ない。（青少年の意識調査）
衆議院選挙の投票率では、２０代の投票率は６０代の半分以下。

高校生・若者の意識や実態

➀積極的に社会参加する意欲が国際的に見て低い

・「課題解決的な学習を取り入れた授業を行っている」「調べたことを発表させる活動を取り入れた授業を行っている」と考えて
いる教員は少ない。【平成17年度教育課程実施状況調査（倫理、政治・経済）教員質問紙より】

公民科教育の現状

・政治・経済についての学習が大事だと思っている生徒の割合は国語や外国語に次いで高い。
・若年層の就労者の多くは、働く上での権利・義務や働くことの意義を学校教育でもっと学ぶことが大切だと考えている。（連
合の意識調査）

③政治や経済の仕組み、働く意義等を学ぶことへの関心は高い

②理念や概念の理解、情報活用能力が十分身についていない

【平成17年度教育課程実施状況調査（倫理、政治・経済】
・政治や経済、現代社会の諸課題について、基礎的な理念や概念を問う問題への正答率が低い。特に記述式の問題の無答
率が高い。

・先哲の基本的な考え方を手掛かりとして自分自身の考え方や自分の体験と関連付けて自己の生きる課題として考えさせる
ような問題の正答率が低い。

・有用な情報を主体的に選択して活用したり，課題を考察した過程や結果を様々な方法で適切に表現したりする力が十分に
身に付いていない。
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社会参加等への中高生の意識
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資料：総務省HPより

社会参画の態度の現状について

投票率の推移

○ 衆議院議員選挙年齢別投票率の推移

6



若年層就労者の意識

◆若年層の就労者の多くは、働く上での権利・義務や働くことの意義を学ぶことが大切だと考えている。

連合（日本労働組合総連
合会）「学校教育における
『労働教育』に関する調
査」

モバイルリサーチ（携帯電
話によるインターネットリ
サーチ）により、2014年10
月3日～10月8日の6日間

において実施し、現在就業
中の18歳～25歳の男女
（アルバイト学生は除く）
1,000名の有効サンプルを

集計。（調査協力機関：
ネットエイジア株式会社）
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高等学校における公民教育の現状

高等学校教育課程実施状況調査（H17） 【政治・経済】

評価の観点別に見た分析 （通過率が設定通過率を上回る・下回る問題数）
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公民教育に関する高校生の意識
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（出典）「平成17年度教育課程実施状況調査」
国立教育政策研究所



国際的な状況の分析について①
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イギリス（イングランド） フランス ドイツ アメリカ

実施状況 「市民性(シティズン
シップ)」を必修教科と
して設置

伝統的に哲学教育を
重視

州によって異なる。学校
種（ギムナジウム、基幹学校、

実科学校）によっても異な
る

州によって異なる

対応する教科・
科目・領域等の
名称

ナショナル・カリキュラ
ムにおいて、「市民
性」を教科・領域とし
て設定（なお、準拠しな
いアカデミー校やフリース
クールが約半数）

「哲学」
「市民・法律・社会」

「政治」「歴史・政治」「労
働」「社会科学」「ゲゼル
シャフツレーレ」など

州ごとにスタンダードを示し、
「市民」「政治」を科目として
設定（全ての州ではない）

各学年の時間数 学校が決定。「資格カ
リキュラム開発機関」
は、週3-4時間の配当
を推奨

「哲学」：専攻により異
なるが、週3-8時間

「市民・法律・社会」：週
0.5時間

ギムナジウムの場合、
「政治」は6,8,10学年で
各々週4-5時間

州、学校によって異なる

内容の特色（育
成すべき資質・
能力等）

討論や協働学習など
のアクティブ・ラーニン
グを重視し、社会への
主体的参画（体験活
動）を促す全面主義
のカリキュラムが推奨
されている

「哲学」…哲学思想、哲

学的思考・推論を学習
し、論理的思考力の育
成を目指す。内容は、
哲学概念のほか文化・
道徳・宗教・政治などを
含む
「市民・法律・社会」…
テーマ学習（日本の総
合に近い）

「政治教育の大綱準則」
(2001年)で、主要理念と
して「省察力」「葛藤調整
力」「寛容」「連帯」「行動
力」を挙げ、民主主義社
会の市民として必要な３
つの能力（政治的判断
能力、政治的行為能力、
方法的能力）を提示

単に事象を知るだけでなく、
ある事象を説明したり評価し
たりする「知的技能」、政府
や政治への監視及び影響力
の行使について学ぶ「参加
技能」にも留意して、民主主
義とは何か、市民としての行
動とは何かといったことを考
え、行動することが求められ
る

諸外国の高等学校における公民教育の状況について



国際的な状況の分析について②
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イングランドの教科書“This is citizenship 2”

ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ中等教育課程前期
(おおむね中学1～3年相当)

出典：「This is citizenship 2」HODDER EDUCATION



国際的な状況の分析について③
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イングランドの教科書“This is citizenship 2”(second edition)

ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ中等教育課程前期
(おおむね中学1～3年相当)

出典：「This is citizenship 2」HODDER EDUCATION



公民科目の今後の在り方について（検討素案）
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課題

＜参考＞
・学校における道徳教育は、…人間としての在り方生き方に関する教育を学校の教育活動全体を通じて行うことにより、その充実を図るものとし、各教科の属する科
目、総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの特質に応じて、適切な指導を行わなければならない。（「高等学校学習指導要領総則第1款 教育課程編成の一般方針」）

倫理的主体とな
ること

法的主体となる
こと

国家・社会の形成者と
して必要な選択・判断
の基準を形成し、それ
を使って主体的な選
択・判断を行い、他者
と協働しながら様々な
課題を解決していくた

めに必要な力※

自立した生活
を営む主体及
び家族の構成
員となること

地域社会の
構成員とな
ること 持続可能な社会

づくりに向けた
役割を担う主体
となること

・・・となる
こと

様々な情報
を発信・受
信する主体
となること

経済的主体とな
ること（生産

者、消費者、労
働者・・・）

※新科目の構成においては、現行の関連する科目だけでなく、
各教科・科目等との連携・役割分担を念頭に置きながら検討。

※具体的なスキル・リテラシーとしてどのような力を、どのような
学習活動を通じて育むかという議論も必要。
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○立場によって意見の異な
る様々な課題について、
その背景にある考え方を
踏まえてよりよい課題解
決の在り方を協働的に考
察し、公正に判断、合意
形成する力

○様々な課題を捉え、考察
するための基準となる概
念や理論を習得する力

○公共的な事柄に自ら
参画しようとする意欲
や態度

○現代社会に生きる人
間としての在り方生き
方についての自覚

(新科目のイメージ)

「公共」の扉（なぜ「公共」を学ぶのか）＜仮＞

様々な主体としての私たちの生き方<仮>

持続可能な社会づくりの主体としての私たち<仮>

➀積極的に社会参加
する意欲が国際的に
見て低い

②現代社会の諸課題
等についての理念や
概念の理解、情報活
用能力、自己の生き方
等に結びつけて考える
ことに課題

③課題解決的な学習
が十分に行われてい
ない

社会的・職業的な自立や社会参画に向けた意識 アイデンティティー 自己実現 ・・・

社会保障（年金、健康保険等） 情報 消費行動 契約 財政と納税 雇用 政
治参加（選挙等） 家族（制度的側面など） 自由・権利 責任・義務 ・・・

文化と宗教の多様性 国際平和 社会的な課題発見・解決に向けた探究 ・・・

政治的主体と
なること(主権者、

有権者・・・)

学習活動の例

討論、ディベート

模擬投票、模擬選挙

模擬裁判

外部の専門家の講演

新聞を題材にした学習

体験活動、インターンシップ
の準備と振り返り ・・・

弁護士
選挙管理委員会
消費者センター
報道機関
留学生
企業 経済団体
起業家
NPO、NGO ・・・

関係する
専門家・機関

資質・能力

④キャリア教育の中核
となる時間の設定



指導方法の変革を支援する方策について
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●学校外部の専門性を有する人材の活用
学校外部の専門性を有する人材（例えば、弁護士、税理士、社会保険労務士や、
選挙管理委員会などの関係行政部局の担当者、消費生活相談員など）や地域の大
人、大学生などの積極的な活用を図る手立ての検討
（土曜学習の活用も含む）

●授業で活用可能な教材等の充実
文部科学省及び各省庁（金融庁、消費者庁、法務省等）、都道府県教育センター
等や各種団体が保有する教材、事例集などコンテンツの共有の在り方の検討



高校生に自立と共生の能力を兼ね備えた社会人の基礎となる力を培うため、教科「公共」を創設し、道徳教育、就業
体験を核にしたキャリア教育、その他今日的な課題に対応した教育を柱にした教育課程の研究開発を行う。
具体的には、
○ 社会性とキャリアについての基礎的な知識と技術の習得
○ インターンシップなどの体験活動
○ 班別学習や発表を通したコミュニケーション及びプレゼンテーション能力の育成
○ 舞子ＳＰＴ（生徒・保護者・教員の懇談会）との連携 等

社会生活及び職業生活に参加し、市民としての権利を行使し充実した生活を可能にする力（社会人基礎力）の形
成を目標とし、市民社会に積極的に参加するために必要な情報獲得と運用能力及び、労働の役割と労働が権利であ
ると同時に義務であることの知識と自覚を形成する。

研究開発課題

研究の概要

（参考）研究開発学校における取組 兵庫県立舞子高等学校（平成23年～25年）「新教科『公共』」

（研究開発の成果例）
公共の授業を通して、社会を知る機会を得たと思っている生徒や、働く人たちが、何に「働く喜びややりがい」を感じてい

るかを知ることができたと考えている生徒、将来役立つ技能が身についたと感じている生徒の割合が７割を超えている
（生徒アンケート結果より）。
（今後の課題例）
・育成した能力が「学校から社会への移行」にあたって有効かどうかの検証が不十分であった。
・公共の授業形式について、知識の学習と技能形成との間の関連を明確にし、いっそう系統性を持たせる必要がある。

研究開発の成果と課題
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東京都品川区

● 区内の全ての小・中学校で「市民科」を設置し実施

● 「基本的生活習慣と規範意識」「よりよい生活への態
度育成」「社会的行動力の基礎」「市民意識の醸成と将
来の生き方」を発達段階ごとの目標として学習

（取組の背景）

規範意識や社会モラルの低下、奉仕の心や公共心の
欠如など、現在の社会が抱える課題の改善を目指す。

京都府八幡市
※平成２２年度まで文部科学省研究開発学校の指定を受けて実施した取組

● 新設教科「やわた市民の時間」（市内全ての小・中学
校で設置）でのコア・プログラムと、従来の教科、道
徳、特別活動、総合的な学習の時間と関連付けて行
うサブ・プログラムにより実施

● 「ルール・マナー」「民主主義」「経済・キャリア」「ユニ
バーサルデザイン」の４つの観点から学習

（取組の背景）

八幡市が目指す「豊かな市民力」「しなやかな身体力」
を育成する中で、学校や学級への帰属意識の低下、児
童・生徒会活動の停滞、地域社会への参加の減少な
ど、将来の社会を担うべき子どもの育成の観点から様々
な課題が見られる。

神奈川県

● 全県立高校で「シチズンシップ教育」を実施

● 公民科、家庭科、総合的な学習の時間、特別活動などにお
いて実施

● 「政治参加教育」「司法参加教育」「消費者教育」「道徳教育」
の４本柱で実践

（取組の背景）

社会的・経済的な自立についての課題が指摘されている、若
者の投票率の低下、政治や社会、経済活動に対する知識が十
分でない、規範意識やマナーの低下傾向がうかがえるなど。

お茶の水女子大学付属小学校
※平成２２年度まで文部科学省研究開発学校の指定を受けて実施した取組

● 「公共性リテラシー」を全学習分野（ことば、市民、算数、自
然、音楽、アート、生活文化、からだ、なかま）において育成

（取組の背景）

他者との異質性を認め、他者を思いやることや、社会の構成
員として責任ある行動をとることができる子どもになってほしい。
しかし、人や物事と関わろうとせず、身勝手な行動に走ったり、
心や体を閉ざしたりする。また、他者の声を受けとめることができ
ない、子ども同士の相互交渉力や自治力も弱い。

【参考】シティズンシップ教育等の取組事例

16



社会の中で、他者と協働し能動的に関わりを持つために必要な意識
■自分自身に関する意識
向上心、探究心、学習意欲、労働意欲等
■他者との関わりに関する意識
人権・尊厳の尊重、多様性・多文化の尊重、異質な他者に対する敬意と寛容、相互扶助意識、ボランティア精神等
■社会への参画に関する意識
法令・規範の遵守、政治への参画、社会に関与し貢献しようとする意識、環境との共生や持続的な発展を考える意識等

公的・社会的な分野での活動
に必要な知識
教養・文化・歴史、思想・哲学、社会的規
範、ユニバーサルデザイン、環境問題、
南北問題、まちづくり、NPO・NGO 等

政治分野での活動に必要な知
識
わが国の民主主義の仕組み（国民主権、
代議制、三権分立、選挙制度、政党な
ど）、国民の権利・義務、基本的な法制
度、政府の仕組み（内閣、府省、財政な
ど）、住民運動、住民参加、情報公開、戦
争と平和、国際紛争、海外の政治制度等

経済分野での活動に必要な知
識
市場原理、景気、資本主義の仕組み、
ﾎﾞｰﾀﾞｰﾚｽ経済、消費者の権利、労働者
の権利、多様な職業の存在と内容、税
制、社会保障制度（年金、保険等）、金
融・投資・財務、家計、医療・健康（薬物や
食を含む）、悪徳商法対応、各種ﾊﾗｽﾒﾝ
ﾄ、犯罪・違法行為、CSR（企業の社会的
責任） 等

多様な価値観・属性で構成される社会で、自らを活かし、ともに社会に寄与するために必要なスキル
■自己・他者・社会の状態や関係性を客観的・批判的に認識・理解するためのスキル

自分のことを客観的に認識する力、他者のことを理解する力、ものごとを俯瞰的にとらえ全体を把握する力、ものごとを批判的に見る力
等
■情報や知識を効果的に収集し、正しく理解・判断するためのスキル
大量の情報の中から必要なものを収集し、効果的な分析を行う力、ICT・メディアリテラシー、価値判断力、論理的思考力、課題を設定す
る力、計画・構想力等
■他者とともに社会の中で、自分の意見を表明し、他人の意見を聞き、意思決定し、実行するためのスキル

プレゼンテーション力、ヒアリング力、ディベート、リーダーシップ、フォロワーシップ（多様な考え方や価値観の中で、批判的な目でチェック
機能を果たしたり、リーダーの意を汲んで行動したり、適切な役割を果たす力）、異なる意見を最終的には集約する力、交渉力、マネジメ
ント、紛争を解決する力、リスクマネジメント等

シティズンシップを発揮するために必要な能力の全体像

意
識

知
識

ス
キ
ル

シティズンシップ教育と経済社会での人々の活躍についての研究会報告書（平成18年３月 経済産業省）より
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【参考】人間としての在り方生き方に関する新教科の例（東京都の取組事例）

【目標】価値の理解を深める学習、選択・行動に関する能力を育成する学習、体験活動などを通して、道徳性を
養い、判断基準を高めることで、社会的現実に照らし、よりよい生き方を主体的に選択し行動する力を育成する。

（東京都教育委員会）

テキスト
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